
特集2特集2

（単位：千円）

区　　　　分 本年度予算額 構成比％ 伸率％ 前年度予算額 構成比％ 比較増減
自　　主　　財　　源

その他（分担金及び負担金など）

依　　存　　財　　源

その他（配当割交付金など）

歳　入　合　計

平成28年度当初予算の概要平成29年度当初予算の概要
予算の規模 

歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

目的別歳出の状況（一般会計）
一般会計歳出の概要 

一般会計歳入の概要 

一般会計（歳入） 

（単位：千円）

款 本年度予算額 構成比％ 伸率％ 前年度予算額 構成比％ 比較増減

公 債 費

その他（予備費など）

歳  出  合  計

一般会計（歳出）目的別

（単位：千円）

会　　計　　名 本年度予算額 伸率％ 前年度予算額 比較増減
土 地 取 得

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険（保 険 事 業 勘 定）

介護保険（サービス事業勘定）

農 業 集 落 排 水 事 業

公 共 下 水 道 事 業

合　　　　　計

特別会計

平成29年度の予算規模は、一般会計は156億円（前年度対比7.4％増）となりました。
また、特別会計は6会計の合計が103億3,743万円（前年度対比3.4％増）で、すべての予算の合計は

259億3,743万円（前年度対比5.7％増）となりました。

歳入の根幹をなす市税は、固定資産税の伸びにより、
市税全体では前年度対比1.7%増の80億7,190万5千円
を見込んでいます。これは歳入全体の51.7%になりま
す。
地方交付税は平成28年度から本市でも影響を受けて

いる普通交付税の合併算定替の段階的縮減幅が拡大され
ることを考慮し、特別交付税を合わせた3億8,400万円
を見込んでいます。
市の借金にあたる市債は、12億8,280万円を予定し、

その主なものは、庁舎整備事業債9億1,280万円であり
ます。
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歳出全体では、7.4%（10億7,000万円）の増となりました。
目的別にみると、新庁舎建設事業が平成29年度より本格的
に始まることを受け、総務費は61.6%の増になりました。
また、小中学校や保育所の環境改善のための修繕工事に重点
的に予算を配分するとともに、津波高潮避難施設の整備などの
防災対策にも引き続き重点的に取り組むこととしています。
また、歳出を性質別に見ると、義務的経費として、扶助費（福
祉や医療の助成、生活扶助など）27億2,657万円、人件費（職
員の給与など）27億727万円、公債費（市債の償還金）11億
9,024万円で、これらを合計すると66億2,409万円となり、
全体の42.4%を占めています。投資的経費については、新庁
舎建設事業が本格的になることから前年度対比55.6%増の21
億1,805万円となりました。その他の経費で主なものは、物件
費（委託料、臨時職員の賃金など）28億720万円、補助費等（各
種団体への補助金、負担金など）21億1,913万円、繰出金（特
別会計への繰出金）17億1,081万円、維持補修費（公共施設な
どに係る維持修繕など）1億6,103万円となりました。
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67 2017（平成29）年 4月号 広報やとみ2017（平成29）年 4月号 広報やとみ


